
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）令和  4 年  4 月  1 日　（至）令和  5 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　黒鳥福祉会
（単位：円）

保育事業収入 000,303,151 089,006,051 020,207

経常経費寄附金収入 000,024 248,114 851,8

受取利息配当金収入 000,1 116 983

その他の収入 000,042,1 058,181,1 051,85

事業活動収入計(1) 000,469,251 382,591,251 717,867

人件費支出 000,215,711 456,862,711 643,342

事業費支出 000,038,41 853,275,41 246,752

事務費支出 000,120,31 353,977,21 746,142

その他の支出 000,002,1 006,841,1 004,15

事業活動支出計(2) 000,365,641 569,867,541 530,497

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 000,104,6 813,624,6 813,52△

施設整備等収入計(4) 0 0 0

固定資産取得支出 000,002,2 004,871,2 006,12

施設整備等支出計(5) 000,002,2 004,871,2 006,12

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 000,002,2△ 004,871,2△ 006,12△

その他の活動収入計(7) 0 0 0

積立資産支出 000,000,4 000,000,4 0

その他の活動支出計(8) 000,000,4 000,000,4 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,000,4△ 000,000,4△ 0

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 000,102 819,742 819,64△

前期末支払資金残高(12) 073,429,6 073,429,6 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 073,521,7 882,271,7 819,64△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）令和  4 年  4 月  1 日　（至）令和  5 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　黒鳥福祉会
（単位：円）

保育事業収益 089,006,051 973,965,441 106,130,6

経常経費寄附金収益 248,114 585,463 752,74

その他の収益 052,32 007,666 054,346△

サービス活動収益計(1) 270,630,151 466,006,541 804,534,5

人件費 456,003,711 332,709,511 124,393,1

事業費 853,275,41 972,263,51 129,987△

事務費 353,977,21 412,616,6 931,361,6

減価償却費 187,123,6 934,021,5 243,102,1

国庫補助金等特別積立金取崩額 662,070,3△ 381,948,1△ 380,122,1△

サービス活動費用計(2) 088,309,741 289,651,141 898,647,6

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 291,231,3 286,344,4 094,113,1△

受取利息配当金収益 116 275 93

その他のサービス活動外収益 006,851,1 007,264,1 001,403△

サービス活動外収益計(4) 112,951,1 272,364,1 160,403△

その他のサービス活動外費用 006,841,1 002,861,1 006,91△

サービス活動外費用計(5) 006,841,1 002,861,1 006,91△

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 116,01 270,592 164,482△

経常増減差額(7)=(3)+(6) 308,241,3 457,837,4 159,595,1△

施設整備等補助金収益 0 005,502 005,502△

特別収益計(8) 0 005,502 005,502△

固定資産売却損・処分損 4 8 4△

国庫補助金等特別積立金積立額 0 005,502 005,502△

特別費用計(9) 4 805,502 405,502△

特別増減差額(10)=(8)-(9) 4△ 8△ 4

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 997,241,3 647,837,4 749,595,1△

前期繰越活動増減差額(12) 209,321,81 082,420,61 226,990,2

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 107,662,12 620,367,02 576,305

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 0 678,064 678,064△

その他の積立金積立額（16） 000,000,4 000,001,3 000,009

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 107,662,71 209,321,81 102,758△
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第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
令和  5 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　黒鳥福祉会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 566,153,41 257,940,11 319,103,3

  現金預金 543,905,7 279,020,7 373,884

  事業未収金 065,513,5 017,300,3 058,113,2

  未収補助金 004,352,1 050,578 053,873

  前払費用 063,372 020,051 043,321

固定資産 658,269,421 142,601,521 583,341△

基本財産 298,193,47 765,968,87 576,774,4△

  土地 000,939,62 000,939,62 0

  建物 298,254,74 765,039,15 576,774,4△

その他の固定資産 469,075,05 476,632,64 092,433,4

  構築物 488,869,4 580,823,5 102,953△

  車輌運搬具 057,191 0 057,191

  器具及び備品 033,014,3 985,809,2 147,105

  人件費積立資産 000,000,31 000,000,31 0

  修繕費積立資産 000,000,1 000,000,1 0

  備品等購入積立資産 000,000,1 000,000,1 0

保育所施設・設備整備積立資産 000,000,72 000,000,32 000,000,4

流動負債 773,278,21 283,687,9 599,580,3

  事業未払金 0 200,643,1 200,643,1△

  その他の未払金 000,884,4 0 000,884,4

  未払費用 477,159 0 477,159

  職員預り金 306,937,1 083,977,2 777,930,1△

  賞与引当金 000,396,5 000,166,5 000,23

固定負債 0 0 0

負債の部合計 773,278,21 283,687,9 599,580,3

純　　資　　産　　の　　部

基本金 854,735,12 854,735,12 0

  第一号基本金 854,781,12 854,781,12 0

  第三号基本金 000,053 000,053 0

国庫補助金等特別積立金 589,736,54 152,807,84 662,070,3△

その他の積立金 000,000,24 000,000,83 000,000,4

  人件費積立金 000,000,31 000,000,31 0

  修繕費積立金 000,000,1 000,000,1 0

  備品等購入積立金 000,000,1 000,000,1 0

保育所施設・設備整備積立金 000,000,72 000,000,32 000,000,4

次期繰越活動増減差額 107,662,71 209,321,81 102,758△

（うち当期活動増減差額） 997,241,3 647,837,4 749,595,1△

純資産の部合計 441,244,621 116,963,621 335,27

　資産の部合計 125,413,931 399,551,631 825,851,3 　負債及び純資産の部合計 125,413,931 399,551,631 825,851,3



別紙1

1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

2. 重要な会計方針
（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

・ .満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・
・ 賞与引当金―職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

3. 重要な会計方針の変更
該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第2号第1様式、第3号第1様式）

（2） 事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）
当法人では公益事業、収益事業を実施していないため省略している

（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
当法人では拠点区分がひとつのため省略している。

(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)
当法人では、公益事業を実施していないため省略している。

（5） 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
当法人では、収益事業を実施していないため省略している。

（6） 各拠点区分.におけるサービス区分の内容
ア くろとりこども園拠点区分
「本部サービス区分」
「くろとりこども園サービス区分」

6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
該当なし

計算書類に対する注記（法人全体用）

退職給付引当金―該当なし

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 26,939,000 0 0 26,939,000
建物 51,930,567 495,000 4,972,675 47,452,892
定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0 0

合計 78,869,567 495,000 4,972,675 74,391,892



8. 担保に供している資産
該当なし

9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

（単位：円）
基本財産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 172,354,674 124,901,782 47,452,892

合計 194,318,061 138,294,205 56,023,856

（単位：円）

車輌運搬具 195,000 3,250 191,750
器具及び備品 15,273,437 11,863,107 3,410,330

未収補助金 1,253,400 0 1,253,400

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 5,315,560 0 5,315,560

合計 6,568,960 0 6,568,960

構築物 6,494,950 1,526,066 4,968,884



別紙2

1. 重要な会計方針
（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

・ .満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金―該当なし
・

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

4. 拠点が作成する財務諸表等とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
また、当拠点区分においては、以下のサービス区分を設けている。
「本部サービス区分」
「くろとりこども園サービス区分」
（1） くろとりこども園拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪))は保育事業のみのため省略している。
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

計算書類に対する注記（くろとりこども園拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 26,939,000 0 0 26,939,000

賞与引当金―職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

建物 51,930,567 495,000 4,972,675 47,452,892
定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0 0

（単位：円）
基本財産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合計 78,869,567 495,000 4,972,675 74,391,892

建物（基本財産） 172,354,674 124,901,782 47,452,892

合計 194,318,061 138,294,205 56,023,856

（単位：円）

車輌運搬具 195,000 3,250 191,750
器具及び備品 15,273,437 11,863,107 3,410,330

未収補助金 1,253,400 0 1,253,400

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 5,315,560 0 5,315,560

合計 6,568,960 0 6,568,960

構築物 6,494,950 1,526,066 4,968,884




